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１．「令和２事務年度とりまとめ」について（概要）

臨時情報（※）発表時には、厳密な地震発⽣リスクが不分明な中で加⼊申込みが⼤きく増加する
懸念もある。他⽅で、地震保険の既加⼊者が多いほど臨時情報発表後の駆込み加⼊者は減ると⾒
込まれる。こうした点を踏まえると、地震保険制度の強靭性に資するとの観点から、平時に強靭性の⼀
層の確保につながるような形で加⼊促進を図ることが重要である。このため、例えば、付帯率の低い
地域の加⼊に⼒を⼊れるなど、地域に着⽬して加⼊促進を図ることや、関係省庁等や⾦融機関、不
動産関連の事業者や団体等と連携し、多様なチャネルを通じて幅広い層に対して普及を進めていくこ
とが重要である。
（※）気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報

臨時情報（※）発表時には、厳密な地震発⽣リスクが不分明な中で加⼊申込みが⼤きく増加する
懸念もある。他⽅で、地震保険の既加⼊者が多いほど臨時情報発表後の駆込み加⼊者は減ると⾒
込まれる。こうした点を踏まえると、地震保険制度の強靭性に資するとの観点から、平時に強靭性の⼀
層の確保につながるような形で加⼊促進を図ることが重要である。このため、例えば、付帯率の低い
地域の加⼊に⼒を⼊れるなど、地域に着⽬して加⼊促進を図ることや、関係省庁等や⾦融機関、不
動産関連の事業者や団体等と連携し、多様なチャネルを通じて幅広い層に対して普及を進めていくこ
とが重要である。
（※）気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報
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出典︓地震保険制度等研究会における議論のとりまとめ（令和２事務年度）（令和3年6⽉）

・平時に加⼊促進を図ることの重要性



２．損害保険協会における地震保険広報の基本的な考え⽅

⼀般消費者に、「⽇本全国で地震による被害を受ける可能性があること」を
認識いただく。

⼀般消費者に、地震への経済的な備えの⼿段として、 「地震保険加⼊の
必要性」を認識いただく。

付帯率が低い地域または保険の対象（家財、マンション共⽤部分）など、
ターゲットを絞った取組みを実施する。

（訴求対象）⼀般消費者、住宅所有者、賃貸住宅居住者、マンション管理組合

⼀般消費者に、「⽇本全国で地震による被害を受ける可能性があること」を
認識いただく。

⼀般消費者に、地震への経済的な備えの⼿段として、 「地震保険加⼊の
必要性」を認識いただく。

付帯率が低い地域または保険の対象（家財、マンション共⽤部分）など、
ターゲットを絞った取組みを実施する。

（訴求対象）⼀般消費者、住宅所有者、賃貸住宅居住者、マンション管理組合
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３．損害保険協会の消費者への理解促進の取組み（2022年度）
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油断できない⼤地震篇（5地域)

知ってるつもりで知らない地震のこと︕⽇本の地震リスク篇
（低付帯率エリア⽤動画）

 地震リスクの専⾨家から、全国どこでも地震が起きる可能性があることや被災
後の経済的な負担が⼤きいことなどを学べる動画コンテンツを作成、地震保
険加⼊の⼤切さを訴求。

知ってるつもりで知らない地震のこと︕⽇本の地震リスク篇
（低付帯率エリア⽤動画）

 地震リスクの専⾨家から、全国どこでも地震が起きる可能性があることや被災
後の経済的な負担が⼤きいことなどを学べる動画コンテンツを作成、地震保
険加⼊の⼤切さを訴求。

知ってるつもりで知らない地震のこと︕実際に地震の被害に遭ってしまったら篇
（⼀般エリア⽤動画）

 地震リスクの専⾨家から、被災後の⽣活再建には様々な出費が必要となるこ
とや、地震保険の補償内容などを学べる動画コンテンツを作成、地震保険加
⼊の⼤切さを訴求。

知ってるつもりで知らない地震のこと︕実際に地震の被害に遭ってしまったら篇
（⼀般エリア⽤動画）

 地震リスクの専⾨家から、被災後の⽣活再建には様々な出費が必要となるこ
とや、地震保険の補償内容などを学べる動画コンテンツを作成、地震保険加
⼊の⼤切さを訴求。

知ってるつもりで知らない地震のこと︕油断できない⼤地震篇
（低付帯率エリア⽤動画（重点強化5地区））

 地震保険加⼊の必要性について特に周知したい5地域（※）に向けた専⽤
動画を作成。

 5地域向けの各篇では、地震リスクについて「全国のどこでも決して安全とはい
えない」ことなどをわかりやすく解説、地震保険に加⼊し、経済的な備えの必要
性を強く訴求。

（※）2020年度付帯率下位5都道県（北海道、東京都、⻑崎県、佐賀県、沖縄県）

知ってるつもりで知らない地震のこと︕油断できない⼤地震篇
（低付帯率エリア⽤動画（重点強化5地区））

 地震保険加⼊の必要性について特に周知したい5地域（※）に向けた専⽤
動画を作成。

 5地域向けの各篇では、地震リスクについて「全国のどこでも決して安全とはい
えない」ことなどをわかりやすく解説、地震保険に加⼊し、経済的な備えの必要
性を強く訴求。

（※）2020年度付帯率下位5都道県（北海道、東京都、⻑崎県、佐賀県、沖縄県）

・スペシャルWebムービーの作成

⽇本の地震リスク篇

実際に被害に遭ってしまったら篇

（纐纈委員出演）

（清⽔委員出演）

（纐纈委員出演）



３．損害保険協会の消費者への理解促進の取組み（2022年度）
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・デジタルコンテンツの作成
「内⽥篤⼈と学ぶ『地震守備⼒テスト』」
 地震保険の補償内容や都道府県別の地震リスク、過去に発⽣した地震の被害などを分かりやすく
解説したコンテンツを提供。

「内⽥篤⼈と学ぶ『地震守備⼒テスト』」
 地震保険の補償内容や都道府県別の地震リスク、過去に発⽣した地震の被害などを分かりやすく
解説したコンテンツを提供。

「内⽥篤⼈と知る︕『47都道府県の地震のこと』」
 都道府県別の過去の⼤地震や地震保険付帯率、防災のポイントなどをわかりやすく紹介。
「内⽥篤⼈と知る︕『47都道府県の地震のこと』」
 都道府県別の過去の⼤地震や地震保険付帯率、防災のポイントなどをわかりやすく紹介。

「内⽥篤⼈と知る︕『47都道府県の地震のこと』」「内⽥篤⼈と学ぶ『地震守備⼒テスト』」



３．損害保険協会の消費者への理解促進の取組み（2022年度）
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・テレビCMの作成
「⽣活再建と地震保険」篇
 被災後は、建物の修繕費や当⾯の⽣活費が必要になることから、⽣活再建のための経済的な備えと
して、地震保険加⼊の重要性を訴求。

「⽣活再建と地震保険」篇
 被災後は、建物の修繕費や当⾯の⽣活費が必要になることから、⽣活再建のための経済的な備えと
して、地震保険加⼊の重要性を訴求。

「マイホームと地震保険」篇
 地震によって⾃宅が損壊したとしても、住宅ローン⾃体は残るケースもあることに触れ、地震保険は
⽣活再建が⽬的のため、被災後の住宅ローンの返済にも役⽴つことを紹介。

「マイホームと地震保険」篇
 地震によって⾃宅が損壊したとしても、住宅ローン⾃体は残るケースもあることに触れ、地震保険は
⽣活再建が⽬的のため、被災後の住宅ローンの返済にも役⽴つことを紹介。

「⽣活再建と地震保険」篇

「賃貸住まいと地震保険」篇
 地震の被害は建物だけではなく家財にも及ぶことや、賃貸住まいであっても家財被害への備えが必要
であることに触れ、地震保険加⼊の重要性を訴求。

「賃貸住まいと地震保険」篇
 地震の被害は建物だけではなく家財にも及ぶことや、賃貸住まいであっても家財被害への備えが必要
であることに触れ、地震保険加⼊の重要性を訴求。

「マイホームと地震保険」篇 「賃貸住まいと地震保険」篇



３．損害保険協会の消費者への理解促進の取組み（2022年度）
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・新たなツールの作成
地震保険家財チラシ「あなたの⼤事な家財には備えていますか︖ 地震保険」
 家財の地震保険の必要性を啓発する業界共通チラシを新たに作成。
 このチラシでは、賃貸住宅や持ち家にお住まいの⽅に向けて、地震で被害にあった場合の⽣活再建に
かかる費⽤や家財の地震保険⾦の活⽤等について、イラストを⽤いてストーリー仕⽴てで分かりやすく
紹介。

地震保険家財チラシ「あなたの⼤事な家財には備えていますか︖ 地震保険」
 家財の地震保険の必要性を啓発する業界共通チラシを新たに作成。
 このチラシでは、賃貸住宅や持ち家にお住まいの⽅に向けて、地震で被害にあった場合の⽣活再建に
かかる費⽤や家財の地震保険⾦の活⽤等について、イラストを⽤いてストーリー仕⽴てで分かりやすく
紹介。

「あなたの⼤事な家財には備えていますか︖ 地震保険」



３．損害保険協会の消費者への理解促進の取組み（2022年度）
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・新たなツールの作成
地震保険マンション共⽤部分チラシ「マンション共⽤部分への地震の備え、できていますか︖」
 マンション共⽤部分の地震保険の必要性を啓発するチラシを新たに作成。
 このチラシでは、マンション管理組合やマンション管理会社の⽅に向けて、地震被害をきっかけに想定さ
れる共⽤部分のトラブル事例等を取り上げ、対策としての地震保険の有効性を紹介。

地震保険マンション共⽤部分チラシ「マンション共⽤部分への地震の備え、できていますか︖」
 マンション共⽤部分の地震保険の必要性を啓発するチラシを新たに作成。
 このチラシでは、マンション管理組合やマンション管理会社の⽅に向けて、地震被害をきっかけに想定さ
れる共⽤部分のトラブル事例等を取り上げ、対策としての地震保険の有効性を紹介。

「マンション共⽤部分への地震の備え、できていますか︖」



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み
【デジタルコンテンツ︓知ろう・備えよう災害対策】…三井住友海上社
 いざというときに役⽴つ、災害についての知識を、キャラクターとともに⼀緒に学ぶコンテンツ。地震の
他、台⾵・落雷など各種⾃然災害に対する⾖知識や備えについて学ぶことが可能。

【デジタルコンテンツ︓知ろう・備えよう災害対策】…三井住友海上社
 いざというときに役⽴つ、災害についての知識を、キャラクターとともに⼀緒に学ぶコンテンツ。地震の
他、台⾵・落雷など各種⾃然災害に対する⾖知識や備えについて学ぶことが可能。
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知ろう・備えよう災害対策-地震篇-ホームページより抜粋



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み

【GK すまいの保険（すまいの⽕災保険）地震保険動画】…三井住友海上社
 地震保険の補償内容を動画でわかりやすく説明。
【GK すまいの保険（すまいの⽕災保険）地震保険動画】…三井住友海上社
 地震保険の補償内容を動画でわかりやすく説明。
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【地震保険お役⽴ち情報】…三井住友海上社
 「耐震診断」や「地震に強い家を考えよう」など、地震保険に関するお役⽴ち情報を掲載。
【地震保険お役⽴ち情報】…三井住友海上社
 「耐震診断」や「地震に強い家を考えよう」など、地震保険に関するお役⽴ち情報を掲載。

【地震保険おすすめ動画】…東京海上⽇動社
 パンフレット兼重要事項説明書内の地震保険案内ページにて動画で紹介。
【地震保険おすすめ動画】…東京海上⽇動社
 パンフレット兼重要事項説明書内の地震保険案内ページにて動画で紹介。

GKすまいの保険（すまいの⽕災保険）地震保険動画
（三井住友海上社）

地震保険おすすめ動画
（東京海上⽇動社）

地震保険お役⽴ち情報
（三井住友海上社）



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み
【デジタルコンテンツ︓THE すまいのハザードマップ】…損保ジャパン社
 公的機関等が開⽰する各種データに損保ジャパン社が保有する保険⾦⽀払データを加えたオリジ
ナルの総合的な災害リスクマップ。住所情報をもとに、顧客に対してピンポイントでその場所で⽣じる
地震をはじめとした様々な⾃然災害リスクの情報提供を⾏うための代理店向けツール。

【デジタルコンテンツ︓THE すまいのハザードマップ】…損保ジャパン社
 公的機関等が開⽰する各種データに損保ジャパン社が保有する保険⾦⽀払データを加えたオリジ
ナルの総合的な災害リスクマップ。住所情報をもとに、顧客に対してピンポイントでその場所で⽣じる
地震をはじめとした様々な⾃然災害リスクの情報提供を⾏うための代理店向けツール。
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お客さま向けサービス概要ご案内チラシより抜粋 システム画⾯イメージ お客さま向けレポートより抜粋



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み
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【⾃然災害ハザード情報レポート（代理店⽤）】…東京海上⽇動社
 代理店が、お客様の⾃宅や事務所・拠点周辺の「地震」や「⽔災」といった様々な災害リスクをレポ
ート化し、提供するためのツール。

【⾃然災害ハザード情報レポート（代理店⽤）】…東京海上⽇動社
 代理店が、お客様の⾃宅や事務所・拠点周辺の「地震」や「⽔災」といった様々な災害リスクをレポ
ート化し、提供するためのツール。

【かんたんリスクマップ】…東京海上⽇動社
 現在地や⾃宅などの住所から、地震や⽔害のリスクに関する情報を把握することができるツール。保
険加⼊者に限らず、誰でも利⽤可能。

【かんたんリスクマップ】…東京海上⽇動社
 現在地や⾃宅などの住所から、地震や⽔害のリスクに関する情報を把握することができるツール。保
険加⼊者に限らず、誰でも利⽤可能。

【リアルタイム被害予測ウェブサイト・アプリcmap（シーマップ）】…あいおいニッセイ同和損保社
 地震の他、台⾵、豪⾬などの⾃然災害による被災建物数をリアルタイムで予測し公開するウェブサイ
トおよびアプリ。被災情報の周知に加え、⼟砂災害や津波想定のハザードマップを表⽰し、お住まい
の地域のリスクに関する情報を提供することで災害への備えを啓発。

【リアルタイム被害予測ウェブサイト・アプリcmap（シーマップ）】…あいおいニッセイ同和損保社
 地震の他、台⾵、豪⾬などの⾃然災害による被災建物数をリアルタイムで予測し公開するウェブサイ
トおよびアプリ。被災情報の周知に加え、⼟砂災害や津波想定のハザードマップを表⽰し、お住まい
の地域のリスクに関する情報を提供することで災害への備えを啓発。

かんたんリスクマップ イメージ
（東京海上⽇動社）

リアルタイム被害予測ウェブサイト・アプリcmap（シーマップ）
（あいおいニッセイ同和損保社）



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み

 地震保険に対する消費者の理解促進のため、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて地震
保険の内容や必要性について案内。

 地震保険に対する消費者の理解促進のため、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて地震
保険の内容や必要性について案内。
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「備えていますか︖地震保険」のチラシより抜粋
（三井住友海上社）

「地震への備えは⼤丈夫ですか︖」のチラシより抜粋
（あいおいニッセイ同和損保社）

「地震保険のご案内」のチラシより抜粋
（東京海上⽇動社）



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み

 各社それぞれの創意⼯夫のもと、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて、地震保険の補償
内容や各種割引制度について案内。

 各社それぞれの創意⼯夫のもと、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて、地震保険の補償
内容や各種割引制度について案内。
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「地震保険の割引制度をご存知ですか︖」のチラシより抜粋
（あいおいニッセイ同和損保社）

「家財の補償、⼤丈夫︖」のチラシより抜粋
（あいおいニッセイ同和損保社）

「家財に対する地震保険のおすすめ」のチラシより抜粋
（損保ジャパン社）



４．保険会社の消費者への理解促進の取組み

 地震保険に関する理解促進に加え、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて地震を含めた
⾃然災害への備えの必要性等について案内。

 地震保険に関する理解促進に加え、保険募集時にパンフレットやチラシ等を⽤いて地震を含めた
⾃然災害への備えの必要性等について案内。
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「⾃然災害への備えは万全ですか︖」のチラシより抜粋
（三井住友海上社）

「⾃然災害への備え提案活動実施中‼」のチラシより抜粋
（あいおいニッセイ同和損保社）

「知って得する地震防災」のチラシより抜粋
（あいおいニッセイ同和損保社）



５．損害保険協会における地震保険広報の2023年度取組⽅針

 2022年度に引き続き、付帯率が低い地域や保険の対象（家財、マンシ
ョン共⽤部分）などターゲットを絞った取組みを予定。

オンラインでの情報発信やデジタルコンテンツの活⽤など、時代の変化に
即した媒体・⼿法による取組みを推進予定。特に「家財」および「マンション
共⽤部分」における付帯を⼀層促進する⽬的から、家財に地震保険を
付帯していない消費者やマンション管理組合の加⼊⾏動を喚起予定。

マンション管理業協会等と連携しマンション管理組合向けの普及促進
施策（※）の実施等に取り組む予定。

 2022年度に引き続き、付帯率が低い地域や保険の対象（家財、マンシ
ョン共⽤部分）などターゲットを絞った取組みを予定。

オンラインでの情報発信やデジタルコンテンツの活⽤など、時代の変化に
即した媒体・⼿法による取組みを推進予定。特に「家財」および「マンション
共⽤部分」における付帯を⼀層促進する⽬的から、家財に地震保険を
付帯していない消費者やマンション管理組合の加⼊⾏動を喚起予定。

マンション管理業協会等と連携しマンション管理組合向けの普及促進
施策（※）の実施等に取り組む予定。
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（※）2022年度は損保協会としてマンション管理業協会と連携してセミナー（東京、広島、⼤阪）
を実施した。セミナー以外では同協会会員会社向けに啓発チラシや地震保険特設サイトを周
知した。


